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大阪ガスの本荘でございます。

本日は、お忙しいところ、当社の決算説明会にお集まりいただき、
ありがとうございます。

また、平素は、当社事業につき、ご理解とご協力を賜り、厚く御礼申しあげます。

それでは、ただ今より、2017年3月期決算と、2018年3月期の見通しについて、

ご説明させていただきます。
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2017年3月期は、減収、減益の決算となりました。

連結売上高は、ガス事業における販売単価の下落などにより、前年と比べて
10.5％減収の1兆1,838億円となりました。

連結経常利益は、スライド差益の減少によるガス粗利益の減少などにより、
前年と比べて28.7％減益の962億円となりました。

親会社株主に帰属する当期純利益は、
前年と比べて27.3％減益の612億円となりました。

ガス販売量につきまして、
家庭用は、冬場の気水温が低く推移し、給湯・暖房需要が増加したことなどにより、

前年を0.9％上回る21億300万立方メートルとなりました。
商業用・公用・医療用は、夏場の気温が高く推移し、冷房需要が増加したことや、

空調需要を中心に新規の需要開発が進んだことなどにより、
前年を3.7％上回る14億6,200万立方メートルとなりました。
工業用は、発電用需要の増加や、お客さま設備の稼働が増加したことなどにより、

前年を13.5％上回る46億900万立方メートルとなりました。
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こちらのページには、1月に修正いたしました、通期見通しとの比較を
まとめておりますので、ご確認ください。

経常利益は、関係会社における事業利益が増加したことなどにより、
見通しと比べて3.5％増益の962億円となりました。
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ただ今ご説明いたしました、2017年3月期のガス販売実績を
まとめておりますので、ご確認ください。

連結のガス販売量は、
前年を8.0％上回る86億9,400万立方メートルとなりました。

なお、ご参考資料として、23ページに、
ガス販売量の月別の推移を用途別に示しておりますので、あわせてご覧ください。

また、資料には記載しておりませんが、低圧電気供給件数は、

3月末時点で30万5千件となっています。
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こちらには、2017年3月期の決算数値をまとめておりますので、ご確認ください。
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資産・負債項目や、主な財務指標の実績は、ご覧の通りです。

自己資本は、前年を552億円上回る9,619億円となりました。

設備投資は、海外の上流事業への投資が減少したことなどにより
前年を257億円下回る886億円となりました。

なお、ROAは、前年を1.3ポイント下回る3.3％、
ROEは、前年を2.8ポイント下回る6.6％となりました。
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次に、新規事業拡大投資ですが、
海外エネルギー事業への投資を中心に、
2017年3月期の投資実行額は、857億円となりました。

なお、2010年3月期から2017年3月期の8か年における
投資意思決定額は、ほぼ計画並みの7,385億円となりました。
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続いて、2018年3月期の見通しについてご説明いたします。
2018年3月期は、前年と比べて増収、減益となる見通しです。

連結売上高は、LNG価格の上昇に伴う、都市ガス販売単価の上昇などの影響を
織り込み、前年と比べて13.6％増収の1兆3,445億円を見込んでいます。

連結経常利益は、ガス販売量の減少に伴い、ガス事業粗利が減少すること
などにより、前年と比べて33.5％減益の640億円を見込んでいます。

親会社株主に帰属する当期純利益は、
前年と比べて30.6％減益の425億円を見込んでいます。

ガス販売量につきまして、
家庭用では、平年気温を前提とし、上期を中心に気温が低く推移すると想定し、

前年を0.4％上回る21億1,100万立方メートルを見込んでいます。
業務用等では、発電設備の自社電源化に伴うガス販売カウント方法の変更や、

お客さま設備の稼働の減少などを織り込み、
前年を8.4％下回る60億800万立方メートルを見込んでいます。

成長投資につきましては、
海外エネルギー事業への投資を中心に、1,220億円の投資を計画しています。
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2018年3月期のガスおよび電力販売見通しを、こちらにまとめております。

連結ガス販売量は、
前年を6.3％下回る、81億5,000万立方メートルを見込んでいます。

国内の連結販売電力量は、
前年を15.1％上回る103億3百万キロワットアワーを見込んでいます。
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こちらには、収支などの見通しをまとめておりますのでご確認ください。

前提となる原油価格につきましては、1バレルあたり55ドル、
前提となる為替レートは、1ドルあたり115円としています。
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資産・負債項目や、主な財務指標の見通しは、ご覧の通りです。

設備投資は、前年を38億円上回る925億円を見込んでいます。

ROAにつきましては2.3％、ROEにつきましては4.5％を見込んでいます。
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次に、フリーキャッシュフローですが、2018年3月期は819億円を見込んでいます。

成長投資につきましては、海外エネルギー事業を中心に、総額1,220億円を
見込んでおり、これをフリーキャッシュフローや借入金でまかなう予定です。

成長投資を実行していくにあたりましては、投資リスクをしっかり認識したうえで、
ご覧のスライドに記載している項目を確実に進めながら、これまで以上にリスクに
対するマネジメントを徹底していきます。

また、中長期的なフリーキャッシュフローの想定につきましては、足元では
成長投資額がフリーキャッシュフローを上回りますが、中長期的には
フリーキャッシュフローが成長投資額を上回る想定となっています。

後に、当社は株主総会での承認を条件に、平成29年10月1日を効力発生日と
して、単元株式数を1,000株から100株に変更するとともに、普通株式5株を1株に
併合いたします。
平成29年3月期の年間配当につきましては、中間配当と合わせて、1株につき、

普通配当10円となりました。
平成30年3月期の配当につきましては、中間配当は1株につき、普通配当5円、

株式併合後の期末配当は、1株につき、普通配当25円としたいと考えています。

以上で、2017年3月期決算と、2018年3月期の見通しについてのご説明を
終わらせていただきます。
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